
次のように一般競争入札を行うので、静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号）第34条の規定に基づ

き公告する。  

  平成29年２月17日 

                              静 岡 県 知 事  川 勝 平 太  

１ 入札執行者 

  静岡県知事 川勝平太 

２ 担当部局 

  〒420－8601 静岡県静岡市葵区追手町９番６号 

  静岡県経営管理部財務局管財課 

  電話番号 054－221－2533 

３ 競争入札に付する事項 

 (1) 入札番号 

   財管第８号 

 (2) 業務名 

   平成29年度静岡県庁青葉駐車場管理業務委託 

 (3) 業務場所 

   静岡市葵区追手町249番の５地内 

 (4) 業務概要 

   静岡県庁青葉駐車場の管理 

 (5) 業務期間 

   平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 

４ 競争入札参加資格 

  次に掲げる条件をすべて満たす者とする。 

 (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

 (2) 本県における庁舎等管理業務競争入札参加資格（営業種目４設備保守管理の29駐車機械）を有してい

る者又は新たに競争入札参加資格審査を受けて参加資格を認められた者であること。 

 (3) 入札参加資格確認申請書等の提出期限の日から落札決定までの期間に、庁舎等管理業務委託業者入札 

参加停止基準に基づく入札参加停止を受けていない者であること。  

 (4) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続き開始の申立てが成されている者（更生手続き

開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第226号）に基づき再生手続開始の申

立てが成されている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

 (５) 次のアからキのいずれにも該当しないこと。 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２

条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。） 

   イ  個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」とい

う。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者 



   ウ  法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴

力団員等である者 

エ  自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団

又は暴力団員等を利用している者 

オ  暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力

団の維持運営に協力し又は関与している者 

  カ  暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

  キ  相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約そ

の他の契約を締結している者 

 (６) 事業協同組合、企業組合、協業組合、官公需適格組合その他の組合が参加する場合にあっては、当

該組合の組合員でないこと。 

 (７) 本県における庁舎等管理業務競争入札参加資格者名簿の審査付与数値が 70 点以上の者であること。

ただし、「障害者雇用企業登録者名簿」登録者又は「静岡県次世代育成支援企業」認証企業について 

は、その審査付与数値にそれぞれ５点加点した数値が 70 点以上の者であること。 

 (８) 静岡県内に本社のある者であること。 

 (９) 平成18年４月１日以降に収容台数90台以上の機械式駐車場の管理業務を２年以上誠実に履行したと認

められる者であること。 

５ 入札説明書等の配布期間、配布場所及び配布方法 

 (1) 配布期間 

    平成29年２月17日（金）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時30分から午後

５時00分まで 

 (2) 配布場所 

   上記２に同じ 

 (3) 配布方法 

   無料で直接配布する。 

６ 入札参加資格確認申請書等の提出 

  本入札に参加を希望する者は、次により入札参加資格確認申請書を提出すること。なお、郵送又は電送

によるものは受付しない。 

 (1) 提出期間 

   平成29年２月20日（月）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時30分から午後

５時00分まで 

 (2) 提出場所 

   上記２に同じ 

７ 入札手続等 

 (1) 入札執行日時 

   平成29年３月22日（水）午前10時00分  



 (2) 入札の場所 

   静岡市葵区追手町９番６号 

   静岡県庁別館８階第１会議室Ａ 

 (3) 郵送または電送による入札 

   郵送又は電送による入札は認めない 

 (4) 入札保証金及び契約保証金 

   免除 

 (5) 入札の無効 

   本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者が行った入札、入札参加資格確認申請書若し 

くは入札参加資格確認資料に虚偽の記載をした者が行った入札又は庁舎等管理業務の委託に係る一般競 

争入札心得において示した条件等に違反した入札は無効とする。 

 (6) 落札者の決定方法 

   予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

 (7) 契約書作成の要否 

   要 

８ その他 

 (1) この公告に掲げる入札は、当該調達に係る平成29年度静岡県一般会計予算の成立を条件とする。 

 (2) 契約手続等において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 (3) 照会窓口は、静岡県経営管理部財務局管財課（電話番号054－221－2533）とする。 

 (4) 現場説明会は行わない。 

 (5) 詳細は入札説明書による。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

次のように一般競争入札を行うので、静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号）第34条の規定に基づ

き公告する。  

  平成29年２月17日 

                              静 岡 県 知 事  川 勝 平 太  

１ 入札執行者 

  静岡県知事 川勝平太 

２ 担当部局 

  〒420－8601 静岡県静岡市葵区追手町９番６号 

  静岡県経営管理部財務局管財課 

  電話番号 054－221－2533 

３ 競争入札に付する事項 

 (1) 入札番号 



   財管第９号 

 (2) 業務名 

   平成29年度静岡県庁舎一般廃棄物搬出処理業務委託 

 (3) 業務場所 

   静岡市葵区追手町地内 

 (4) 業務概要 

   仕様書による 

 (5) 業務期間 

   平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 

４ 競争入札参加資格 

  次に掲げる条件をすべて満たす者とする。 

 (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

 (2) 本県における庁舎等管理業務競争入札参加資格（営業種目３一般廃棄物処理）を有している者又は新

たに競争入札参加資格審査を受けて参加資格を認められた者であること。 

 (3) 入札参加資格確認申請書等の提出期限の日から落札決定までの期間に、庁舎等管理業務委託業者入札 

参加停止基準に基づく入札参加停止を受けていない者であること。  

 (4) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続き開始の申立てが成されている者（更生手続き

開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第226号）に基づき再生手続開始の申

立てが成されている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

 (５) 次のアからキのいずれにも該当しないこと。 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２

条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。） 

   イ  個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」とい

う。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者 

   ウ  法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴

力団員等である者 

エ  自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団

又は暴力団員等を利用している者 

オ  暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力

団の維持運営に協力し又は関与している者 

  カ  暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

  キ  相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約そ

の他の契約を締結している者 

 (６) 事業協同組合、企業組合、協業組合、官公需適格組合その他の組合が参加する場合にあっては、当該

組合の組合員でないこと。 

 (７) 静岡市における一般廃棄物収集運搬業（事業系一般廃棄物）の許可を受けている者であること。 



５ 入札説明書等の配布期間、配布場所及び配布方法 

 (1) 配布期間 

    平成29年２月17日（金）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時30分から午後

５時00分まで 

 (2) 配布場所 

   上記２及び申請書ダウンロードサービス（静岡県公式ホームページ電子申請サービス） 

 (3) 配布方法 

   無料で配布する。郵送での配布を希望する者は返信用切手250円分を貼付した返信用封筒（定形外）を

上記２まで送付すること。 

６ 入札参加資格確認申請書等の提出 

  本入札に参加を希望する者は、次により申請書等を持参すること。なお、期限までに申請書等を提出し

ない社又は入札資格がないと認められた者は、本入札に参加することができない。 

 (1) 提出期間 

   平成29年２月20日（月）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時30分から午後

５時00分まで 

 (2) 提出場所 

   上記２に同じ 

 (３) 提出書類 

  ア 入札参加資格確認申請書（１部） 

  イ 競争入札資格審査結果通知書の写し（１部） 

  ウ 静岡市が発行した一般廃棄物収集運搬業許可証の写し（１部） 

  エ 長３号封筒（簡易書留料金を含む切手392円貼付）（１部） 

７ 入札参加資格の確認 

  入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限の日をもって行うものとし、その結果は平成29年３月６日

（月）までに通知する。 

８ 入札資格がないと認めた者に対する理由の説明 

 (1) 入札資格がないと認められた者は、入札執行者に対して入札参加資格がないと認めた理由について説

明を求めることができる。 

 (２) (1)の説明を求める場合には、平成29年３月15日（水）までに書面（様式自由）を持参することにより

提出しなければならない。 

 (３) 入札執行者は、説明を求められたときは、平成29年３月21日（火）までに説明を求めた者に対して、

書面により回答する。 

 (４) (２)の書面の提出先は上記２に同じとする。 

９ 入札手続等 

 (1) 入札執行日時 

   平成29年３月22日（水）午前10時30分  



 (2) 入札の場所 

   静岡市葵区追手町９番６号 

   静岡県庁別館８階第１会議室Ａ 

 (3) 郵送または電送による入札 

   郵送又は電送による入札は認めない 

 (4) 入札保証金及び契約保証金 

   免除 

 (5) 入札の無効 

   本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者が行った入札、入札参加資格確認申請書若し 

くは入札参加資格確認資料に虚偽の記載をした者が行った入札又は庁舎等管理業務の委託に係る一般競 

争入札心得において示した条件等に違反した入札は無効とする。なお、入札参加資格のある旨を確認さ

れた者であっても、確認の後、庁舎等管理業務委託業者入札参加停止基準に基づく入札参加停止を受け

て入札時点において入札参加停止期間中である者等、入札時点において上記４に掲げる資格のない者が

行った入札も無効とする。 

 (６) 開札 

   開札は(1)に掲げる日時・場所において、入札者又はその代理人を立ち会わせて行う。ただし、入札者

又はその代理人が立ち会わない場合においては、入札事務に関係のない県職員を立ち会わせて行う。 

 (７) その他 

  ア 入札書の提出に当たっては、入札参加資格があることが確認された旨の通知書の写しを入札執行場

所へ持参し、提出すること。 

  イ 入札参加者は、代理人をして入札させるときは、委任状を持参しなければならない。 

  ウ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金

額（１円未満切捨）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載する

こと。 

  エ 入札執行回数は２回を限度とする。 

 (８) 落札者の決定方法 

   予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

 (９) 契約書作成の要否 

   要 

10 その他 

 (1) この公告に掲げる入札は、当該調達に係る平成29年度静岡県一般会計予算の成立を条件とする。 

 (2) 契約手続等において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 (3) 照会窓口は、静岡県経営管理部財務局管財課（電話番号054－221－2533）とする。 

 (4) 現場説明会は行わない。 

 



＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

次のように一般競争入札を行うので、静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号）第34条の規定に基づ

き公告する。  

  平成29年２月17日 

                              静 岡 県 知 事  川 勝 平 太  

１ 入札執行者 

  静岡県知事 川勝平太 

２ 担当部局 

  〒420－8601 静岡県静岡市葵区追手町９番６号 

  静岡県経営管理部財務局管財課 

  電話番号 054－221－2185 

３ 競争入札に付する事項 

 (1) 入札番号 

   財管第10号 

 (2) 業務名 

   平成29年度静岡県庁敷地内の植木の手入れ及び草取り等の業務委託 

 (3) 業務場所 

   静岡市葵区追手町地内 

 (4) 業務概要 

   静岡県庁敷地内の植木の手入れ、除草・芝刈・病害虫駆除・施肥作業、石垣の草取り、庭園管理 

   静岡県庁敷地内草花プランターの残土処理及び清掃 

   静岡県庁本館窓辺、西館前の草花管理等 

   静岡県庁本館・別館・青葉駐車場周辺の植木・草花灌水 

 (5) 業務期間 

   平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 

４ 競争入札参加資格 

  次に掲げる条件をすべて満たす者とする。 

 (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

 (2) 静岡県における建設工事競争入札参加資格者名簿に業種「造園工事業」で登載されている者又は新た

に入札参加資格審査を受けて参加資格を認められた者であること。 

 ( 3 ) 入札参加資格確認申請書等の提出期限の日から落札決定までの期間に、静岡県工事請負契約等に係る 

入札参加停止等措置要綱に基づく入札参加停止を受けていない者であること。  

 (４) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続き開始の申立てが成されている者（更生手続き

開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申

立てが成されている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 



(５) 次のアからキのいずれにも該当しない者であること。 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２

条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。） 

   イ  個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」とい

う。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者 

   ウ  法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴

力団員等である者 

エ  自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団

又は暴力団員等を利用している者 

オ  暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力

団の維持運営に協力し又は関与している者 

  カ  暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

  キ  相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約そ

の他の契約を締結している者 

 (６) 事業協同組合、企業組合、協業組合、官公需適格組合その他の組合が参加する場合にあっては、当該

組合の組合員でないこと。 

 ( 7 ) 建設業法（昭和24年法律第100号）第３条第１項に規定している営業所のうち、主たる営業所が静岡市

内にあること。 

 ( 8 ) 造園工事業にかかる経営事項審査の総合評定値が700点以上の者であること。  

 ( 9 ) 入札参加資格確認申請書等の提出期限以前に３ケ月以上の雇用関係がある造園施工管理技士１級ない

し２級の資格保持者を３名以上有している者であること。 

５ 入札説明書等の配布期間、配布場所及び配布方法 

 (1) 配布期間 

    平成29年２月17日（金）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時30分から午後

５時00分まで 

 (2) 配布場所 

   上記２及び申請書ダウンロードサービス（静岡県公式ホームページ電子申請サービス） 

 (3) 配布方法 

   無料で配布する。郵送での配布を希望する者は返信用切手250円分を貼付した返信用封筒（定形外）

を上記２まで送付すること。  

６ 入札参加資格確認申請書等の提出 

  本入札に参加を希望する者は、次により申請書等を持参すること。なお、期限までに申請書等を提出

しない者又は入札資格がないと認められた者は、本入札に参加することができない。 

 (1) 提出期間 

   平成29年２月20日（月）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時30分から午後

５時00分まで 



 (2) 提出書類 

  ア 入札参加資格確認申請書 

  イ 建設業法第３条に規定する許可の通知書の写し 

ウ 受付印のある建設業の許可申請書の様式第１号及び別表又は様式第22号の２の写し等静岡市内に主 

たる営業所があることを証する書類 

  エ 有効な「建設工事入札参加資格の審査結果」通知の写し 

  オ 建設業法第27条の29第１項に規定する総合評定値通知書（審査基準日が入札日より１年７カ月以内 

のもの）の写し 

  カ ４の(９)の資格を有していることを確認できる書類（写し可）及び４の(９)の資格を有している者を確 

認できる社会保険被保険者標準報酬決定通知書の写し（直近のものに限る。）３名分以上 

  キ 長３封筒（簡易書留料金を含む切手392円貼付）（１通） 

 (3) 提出場所 

   上記２に同じ 

７ 入札手続等 

 (1) 入札執行日時 

   平成29年３月22日（水）午前11時00分  

 (2) 入札の場所 

   静岡市葵区追手町９番６号  静岡県庁別館８階第１会議室Ａ 

 (3) 入札方法 

   郵送及び電送による入札は認めない 

 (4) 入札保証金及び契約保証金 

   免除 

 (5) 入札の無効 

   本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者が行った入札、入札参加資格確認申請書若し 

くは入札参加資格確認資料に虚偽の記載をした者が行った入札又は庁舎等管理業務の委託に係る一般競 

争入札心得において示した条件等に違反した入札は無効とする。 

 (6) 落札者の決定方法 

   予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

 (7) 契約書作成の要否 

   要 

８ その他 

 (1) この公告に掲げる入札は、当該調達に係る平成29年度静岡県一般会計予算の成立を条件とする。 

 (2) 契約手続等において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 (3) 照会窓口は、静岡県経営管理部財務局管財課（電話番号054－221－2185）とする。 

 (4) 現場説明会は行わない。 

 (5) 詳細は入札説明書による。 



 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

 下記の業務委託について、一般競争入札を行うので、静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号）第34

条の規定に基づき公告する｡ 

  平成29年２月17日                                       

                              静 岡 県 知 事  川 勝 平 太   

１ 入札執行者 

  静岡県下田財務事務所長 北村 誠 

２ 担当部局 

  〒415－0016 静岡県下田市中531番地の１ 

  静岡県下田財務事務所 管理課管理班 

  電話番号 0558－24－2012 

３ 競争入札に付する事項 

 (1) 入札番号 

   下財管第29001号 

 (2) 業務名 

   平成29年度 静岡県下田総合庁舎清掃業務委託 

 (3) 業務場所 

   下田市中531番地の１ 静岡県下田総合庁舎（附帯施設を含む。）及びその敷地 

 (4) 業務期間 

   平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 

４ 競争入札参加資格 

  次に掲げる条件をすべて満たす者とする｡ 

 (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること｡ 

(2) 本県における庁舎等管理業務競争入札参加資格（営業種目２）を有している者又は新たに競争入札参

加資格審査を受けて参加資格を認められた者であること｡ 

 (3) 入札参加資格確認申請書等の提出期限の日から落札決定までの期間に、庁舎等管理業務委託業者入札

参加停止基準に基づく入札参加停止を受けていないこと｡ 

 (4) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開始

の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立て

がなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

 (5) 次のアからキのいずれにも該当しないこと｡ 

  ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２

条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。） 

   イ  個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」とい



う。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者 

   ウ  法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴

力団員等である者 

エ  自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団

又は暴力団員等を利用している者 

オ  暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力

団の維持運営に協力し又は関与している者 

  カ  暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

  キ  相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約そ

の他の契約を締結している者 

(6)  事業協同組合、企業組合、協業組合、官公需適格組合その他の組合が参加する場合にあっては、当該

組合の組合員でないこと。 

(７) 入札参加資格確認申請書の提出期限日現在に３ヶ月以上常時雇用関係にある者を、本業務の現場責任

者（清掃業務従事者への指揮監督、委託業務履行に関する業務連絡及び調整等を行う。）として専任で常

駐配置できること。  

５ 入札説明書等の配布期間、配布場所、配布方法 

 (1) 配布期間 

   平成29年２月17日（金）から平成29年３月１日（水）まで（土曜日、日曜日及び祝日は除く。）の午前

９時30分から午後５時00分まで 

 (2) 配布場所 

   上記２に同じ 

 (3) 配布方法 

   無料で直接配布する。 

６ 入札参加資格審査 

  本入札に参加を希望する場合は、次により期限までに書類を直接持参すること。 

 (１) 提出書類 

ア 入札参加資格確認申請書（様式第１号） 

イ 競争入札参加資格審査結果通知書の写し 

ウ 「配置予定の現場責任者に関する調書」（様式第２号） 

(２) 提出期間 

   平成29年２月20日（月）から平成29年３月１日（水）まで（土曜日、日曜日及び祝日は除く。）の午前 

９時30分から午後５時00分まで 

 (3) 提出先 

  上記２に同じ 

７ 入札手続等 

 (1) 入札執行日時 



   平成29年３月24日（金）午後１時30分 

 (2) 入札執行場所 

   下田市中531番地の１ 静岡県下田総合庁舎 ２階第５会議室 

 (3) 入札の方法 

   郵送又は電送による入札は認めない｡ 

 (4) 入札保証金及び契約保証金 

   免除 

 (5) 入札の無効 

   本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者が行った入札、入札参加資格確認申請書若し

くは入札参加資格確認資料に虚偽の記載をした者が行った入札又は庁舎等管理業務の委託に係る一般競

争契約入札心得において示した条件等に違反した入札は無効とする｡ 

 (6) 落札者の決定方法 

   予定価格の範囲内で最低価格となる有効な入札を行った入札者を落札者とする｡ 

 (7) 再度入札 

   予定価格の制限に達した価格のないときは、直ちに再度の入札を行う｡ 

 (8) 契約書作成の要否 

   要 

８ その他 

 (1) この公告に掲げる入札は、当該委託業務に係る平成29年度静岡県一般会計予算の成立を条件とする。 

 (2) 契約手続等において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る｡ 

 (3) 照会窓口は、静岡県下田財務事務所管理課（電話0558－24－2012）とする｡ 

 (4) 現場説明会は行わない｡ 

 (5) 詳細は入札説明書による｡ 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

 下記の業務委託について、一般競争入札を行うので、静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号）第34

条の規定に基づき公告する。 

  平成29年２月17日                                       

                              静 岡 県 知 事  川 勝 平 太   

１ 入札執行者 

  静岡県沼津財務事務所長 片野 光男 

２ 担当部局 

〒410－8520 静岡県沼津市高島本町１番３号 

静岡県沼津財務事務所総務課 

電話番号 055－920－2012 



３ 競争入札に付する事項 

 (1) 入札番号 

    沼財入第１号 

 (2) 業務名 

   平成29年度 東部総合庁舎警備業務委託 

 (3) 業務場所 

 沼津市高島本町１番３号 

 静岡県東部総合庁舎敷地内の建物（本館、別館、別棟、トレーニングルーム等）、駐車場及び沼津労

政会館敷地 

 (4) 業務期間 

   平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 

４ 競争入札参加資格 

  次に掲げる条件をすべて満たす者とする。 

 (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

 (2) 本県における庁舎等管理業務競争入札参加資格を有している者又は新たに競争入札参加資格審査を受

けて参加資格を認められた者であって、営業種目「１．警備」を登録していること。 

 ( 3 ) 入札参加資格確認申請書等の提出期限の日から落札決定までの期間に、庁舎等管理業務委託業者入札

参加停止基準に基づく入札参加停止を受けていない者であること。 

 (4) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開始

の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立て

がなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

 (5) 次のアからキのいずれにも該当しない者であること。 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２

条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。） 

イ 個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」とい

う。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者 

ウ 法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴

力団員等である者 

エ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団

又は暴力団員等の利用をしている者 

オ 暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力

団の維持運営に協力し又は関与している者 

カ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

キ 相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約そ

の他の契約を締結している者 

 (6) 事業協同組合、企業組合、協業組合、官公需適格組合その他の組合が参加する場合にあっては、当該



組合の組合員でないこと。 

 (7) 沼津市内に本社、支店又は営業所等を置く者であること。 

 (８) 平成 18 年４月以降に延床面積 4,000 ㎡以上、かつ５階建以上（地下を含んでも可）の施設（住宅、工

場、倉庫、自動車倉庫を除く。）の警備業務（警備業法(昭和 47 年法律第 117 号)第２条第１項第１号に規

定する警備業務（機械警備業務を除く。）に限る。）を 24 か月以上誠実に履行した実績を有すること。 

 (９) 入札参加資格確認申請書等の提出期限以前に３か月以上の雇用関係にある業務従事者を当該業務に１

名以上配置できること。 

 (１０) 静岡県内に本社を置く者であること。 

５ 入札説明書等の配布期間、配布場所、配布方法 

 (1) 配布期間 

   平成29年２月17日（金）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時00分から午後

５時00分までとする。 

 (2) 配布場所 

   上記２及び申請書類等ダウンロードサービス（静岡県公式ホームページ電子行政サービス） 

 (3) 配布方法 

   無料で配布する。郵送での配布を希望する者は、封筒に「警備入札説明書希望」と明記し、返信用切

手250円分を貼付した返信用封筒（角型２号）を同封し、上記２まで送付すること。 

６ 入札参加資格確認申請書等の提出 

   本入札に参加を希望する者は、期限までに次により申請すること。また、入札執行者から書類に関し説

明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

 (1) 提出書類 

  ア 入札参加資格確認申請書 

  イ 競争入札参加資格審査結果通知書（営業種目１）の写し 

  ウ 警備業務受託実績確認書（契約書等の写し並びに延床面積及び建物階数の確認できる書類を添付す

ること。） 

エ 上記４(９)に掲げる配置予定者に関する調書（雇用関係を証する書類の写しを添付すること。） 

  オ 本社、支店又は営業所等に関する調書 

 (2) 提出期間 

平成29年２月20日（月）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時00分から午後

５時00分まで。ただし、郵送の場合は平成29年３月１日（水）必着とする。 

 (3) 提出先   

上記２に同じ 

 (4) その他  

申請書及び資料は、各１部を提出先に持参又は郵送（簡易書留に限る。）することとし、電送によるも

のは受付しない。 

７ 入札手続等 



 (1) 入札執行日時 

   平成29年３月23日（木）午前10時00分 

 (2) 入札の場所 

 沼津市高島本町１番３号 

   静岡県東部総合庁舎 別館５階第６会議室 

 (3) 入札方法 

   郵送又は電送による入札は認めない。 

 (4) 入札保証金及び契約保証金 

   免除 

 (5) 入札の無効 

   本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者が行った入札、入札参加資格確認申請書若し

くは入札参加資格確認資料に虚偽の記載をした者が行った入札又は庁舎等管理業務の委託に係る一般競

争入札心得において示した条件等に違反した入札は無効とする。 

 (6) 落札者の決定方法 

   予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 (7) 再度入札 

予定価格の制限に達した価格のないときは、直ちに再度の入札を行う。 

 (８) 契約書作成の要否 

要 

８ その他 

 (1) この公告に掲げる入札は、当該調達に係る平成29年度静岡県一般会計予算の成立を条件とする。 

 (2) 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

(3)  照会窓口は、静岡県沼津財務事務所総務課（電話055－920－2012）とする。 

 (４) 現場説明会は行わない。 

 (５) 詳細は入札説明書による。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

 下記の業務委託について、一般競争入札を行うので、静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号）第34

条の規定に基づき公告する。 

  平成29年２月17日                                       

                              静 岡 県 知 事  川 勝 平 太   

１ 入札執行者 

  静岡県沼津財務事務所長 片野 光男 

２ 担当部局 

〒410－8520 静岡県沼津市高島本町１番３号 



静岡県沼津財務事務所総務課 

電話番号 055－920－2012 

３ 競争入札に付する事項 

 (1) 入札番号 

    沼財入第２号 

 (2) 業務名 

   平成29年度 東部総合庁舎清掃業務委託 

 (3) 業務場所 

沼津市高島本町１番３号 

 静岡県東部総合庁舎敷地内の建物（本館、別館、別棟、トレーニングルーム等）、駐車場及び敷地周

辺側溝 

 (4) 業務期間 

   平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 

４ 競争入札参加資格 

  次に掲げる条件をすべて満たす者とする。 

 (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

 (2) 本県における庁舎等管理業務競争入札参加資格を有している者又は新たに競争入札参加資格審査を受

けて参加資格を認められた者であって、営業種目「２．清掃」及び「５．ねずみ・昆虫等防除」を登録

していること。 

 (3) 入札参加資格確認申請書等の提出期限の日から落札決定までの期間に、庁舎等管理業務委託業者入札

参加停止基準に基づく入札参加停止を受けていない者であること。 

 (4) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開

始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申

立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

 (5) 次のアからキのいずれにも該当しない者であること。 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２

条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。） 

イ 個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」とい

う。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者 

ウ 法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴

力団員等である者 

エ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団

又は暴力団員等の利用をしている者 

オ 暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力

団の維持運営に協力し又は関与している者 

カ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 



キ 相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約そ

の他の契約を締結している者 

 ( 6 ) 事業協同組合、企業組合、協業組合、官公需適格組合その他の組合が参加する場合にあっては、当該

組合の組合員でないこと。 

 ( 7 ) 入札参加資格確認申請書等の提出期限の日現在において３か月以上常時雇用関係にある者を、本業務

の現場責任者（清掃業務従事者への指導監督、委託業務履行に関する業務連絡及び調整等を行う。）とし

て専任で常駐配置できること。 

 (８) 静岡県内に本社を置く者であること。 

５ 入札説明書等の配布期間、配布場所、配布方法 

 (1) 配布期間 

   平成29年２月17日（金）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時00分から午後

５時00分までとする。 

 (2) 配布場所 

   上記２及び申請書類等ダウンロードサービス（静岡県公式ホームページ電子行政サービス） 

 (3) 配布方法 

   無料で配布する。郵送での配布を希望する者は、封筒に「清掃入札説明書希望」と明記し、返信用切

手250円分を貼付した返信用封筒（角型２号）を同封し、上記２まで送付すること。 

６ 入札参加資格確認申請書等の提出 

   本入札に参加を希望する者は、期限までに次により申請すること。また、入札執行者から書類に関し説

明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

 (1) 提出書類 

  ア 入札参加資格確認申請書 

  イ 競争入札参加資格審査結果通知書（営業種目２及び営業種目５）の写し 

  ウ 上記４(7)に掲げる配置予定の専任業務責任者に関する調書（雇用関係を証する書類の写しを添

付すること。） 

 (2) 提出期間 

平成29年２月20日（月）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時00分から午後

５時00分まで。ただし、郵送の場合は平成29年３月１日（水）必着とする。 

 (3) 提出先  

上記２に同じ 

 (4) その他  

申請書及び資料は、各１部を提出先に持参又は郵送（簡易書留に限る。）することとし、電送によるも

のは受付しない。 

７ 入札手続等 

 (1) 入札執行日時 

   平成29年３月23日（木）午前10時30分 



 (2) 入札の場所 

 沼津市高島本町１番３号 

   静岡県東部総合庁舎 別館５階第６会議室 

 (3) 入札方法 

   郵送又は電送による入札は認めない。 

 (4) 入札保証金及び契約保証金 

   免除 

 (5) 入札の無効 

   本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者が行った入札、入札参加資格確認申請書若し

くは入札参加資格確認資料に虚偽の記載をした者が行った入札又は庁舎等管理業務の委託に係る一般競

争入札心得において示した条件等に違反した入札は無効とする。 

 (6) 落札者の決定方法 

   予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 (7) 再度入札 

予定価格の制限に達した価格のないときは、直ちに再度の入札を行う。 

 (８) 契約書作成の要否 

要 

８ その他 

 (1) この公告に掲げる入札は、当該調達に係る平成29年度静岡県一般会計予算の成立を条件とする。 

 (2) 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

(3)  照会窓口は、静岡県沼津財務事務所総務課（電話055－920－2012）とする。 

 (４) 現場説明会は行わない。 

 (５) 詳細は入札説明書による。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

 下記の業務委託について、一般競争入札を行うので、静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号）第34

条の規定に基づき公告する。 

  平成29年２月17日                                       

                              静 岡 県 知 事  川 勝 平 太   

１ 入札執行者 

  静岡県富士財務事務所長 鈴木 敬志 

２ 担当部局 

  〒416－8544 静岡県富士市本市場441番地の１ 

  静岡県富士財務事務所管理課 

  電話番号 0545－65－2297 



３ 競争入札に付する事項 

 (1) 入札番号 

   第２号 

 (2) 業務名 

   平成29年度富士総合庁舎設備保守業務及び建築物環境衛生管理業務委託 

 (3) 業務場所 

   富士市本市場441番地の１地内  

 (4) 業務概要 

   設備保守業務（保守員１人常駐） 

   建築物環境衛生管理業務 

 (5) 業務期間 

   平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 

４ 競争入札参加資格 

  次に掲げる条件をすべて満たす者とする。 

 (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

 (2) 本県における庁舎等管理業務競争入札参加資格（営業種目４の１、２、３、５、８、10から13、15か

ら20、22から27及び営業種目５）を有している者又は新たに競争入札参加資格審査を受けて参加資格を

認められた者であること。  

 (3) 庁舎等管理業務競争入札参加資格者名簿の審査付与数値が70点以上の者であること。ただし、「障害

者雇用企業登録者名簿」登載者又は「静岡県次世代育成支援企業」認証企業は、審査付与数値にそれぞ

れ５点加点した数値が70点以上であること。 

 (4) 平成18年４月以降に延床面積4,000㎡以上かつ５階建以上（地下を含んでも可）の施設の設備保守業務

及び建築物環境衛生管理業務での受託実績を24か月以上誠実に履行した実績を有する者であること。 

 (5) 入札参加資格確認申請書等の提出期限以前に３か月以上の雇用関係にある第３種電気主任技術者以上

及び危険物取扱者（甲種又は乙種４類）の有資格者（兼任可）の業務従事者を当該業務に１名以上、常

駐配置できること。 

(6) 次に掲げる有資格者を当該業務に配置できる者であること（兼任可）。 

 ア 電気工事士（第１種又は第２種）    １人 

 イ ２級ボイラー技士           １人 

 ウ 建築物環境衛生管理技術者       １人 

(7) 静岡県内に本社がある者であること。 

 (8) 入札参加資格確認申請書等の提出期限の日から落札決定までの期間に、庁舎等管理業務委託業者入札

参加停止基準に基づく入札参加停止を受けていないこと。 

 (9) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更正手続き開始の申立てが成されている者（更生手続開

始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立

てが成されている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 



(10) 次のアからキのいずれにも該当しないこと。 

 ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２

条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。） 

 イ 個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」とい

う。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者 

 ウ 法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴

力団員等である者 

 エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団

又は暴力団員等を利用している者 

 オ 暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力

団の維持運営に協力し又は関与している者 

 カ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

 キ 相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約そ

の他の契約を締結している者 

(11) 事業協同組合、企業組合、協業組合、官公需適格組合その他の組合が参加する場合にあっては、当該

組合の組合員でないこと。 

５ 入札説明書等の配布期間、配布場所及び配布方法 

 (1) 配布期間 

   平成29年２月17日（金）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時30分から午後

４時00分まで 

 (2) 配布場所 

   上記２に同じ 

 (3) 配布方法 

   無料で直接配布する。 

６ 入札参加資格確認申請書等の提出 

  本入札に参加を希望する者は、次により申請書等を直接持参すること。 

(１) 提出期間 

平成29年２月20日（月）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時30分から午後

４時00分まで 

 (2) 提出書類 

  ア 入札参加資格確認申請書 

  イ 競争入札参加資格審査結果通知書の写し 

  ウ 設備保守業務及び建築物環境衛生管理業務委託の受託実績が確認できる書類 

  エ 配置予定技術者の資格及び業務経験が確認できる書類 

 (3) 提出場所 

   上記２に同じ 



７ 入札手続等 

 (1) 入札執行日時 

   平成29年３月24日（金）午後１時30分 

 (2) 入札の場所 

   富士市本市場441番地の１ 

   静岡県富士総合庁舎２階201会議室 

 (3) 入札方法 

   入札書は持参するものとし、郵送又は電送による入札は認めない。 

 (4) 入札保証金及び契約保証金 

   免除 

 (5) 入札の無効 

   本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者が行った入札、入札参加資格確認申請書若し

くは入札参加資格確認資料に虚偽の記載をした者が行った入札又は庁舎等管理業務の委託に係る一般競

争入札心得において示した条件等に違反した入札は無効とする。 

 (6) 落札者の決定方法 

   予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 (7) 契約書作成の要否 

   要 

８ その他 

 (1) この公告に掲げる入札は、当該調達にかかる平成29年度静岡県一般会計予算の成立を条件とする。  

 (2) 契約手続等において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 (3) 照会窓口は、静岡県富士財務事務所管理課（電話番号0545－65－2297）とする。 

 (4) 現場説明は行わない。 

 (5) 詳細は入札説明書による。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

下記の業務委託について、一般競争入札を行うので、静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号）第34条

の規定に基づき公告する。 

  平成29年２月17日                                       

                              静 岡 県 知 事  川 勝 平 太   

１ 入札執行者 

  静岡県知事 川勝 平太  

２ 担当部局 

  〒422－8630 静岡県静岡市駿河区有明町２番20号 

         静岡県静岡財務事務所 総務課 



         電話番号 054－286－9112 

３ 競争入札に付する事項 

 (1) 入札番号 

   第１号 

 (2) 業務名 

   平成29年度 静岡総合庁舎設備保守管理等業務委託 

 (3) 業務場所 

   静岡県静岡市駿河区有明町２番20号 静岡県静岡総合庁舎（本館、別館、別館南駐車場及びこれらの

附帯施設。）及びその敷地 

 (4) 業務期間 

   平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 

４ 競争入札参加資格 

  次に掲げる条件をすべて満たす者とする。 

 (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

 (２) 本県における庁舎等管理業務競争入札参加資格（営業種目４設備保守管理の内入札説明書に記載した

設備保守管理の細目及び営業種目５ねずみ・こん虫等防除）を有している者又は新たに競争入札参加資

格審査を受けて参加資格を認められた者であること。 

 (３) 入札参加資格確認申請書等の提出期限の日から落札決定までの期間に、庁舎等管理業務委託業者入札

参加停止基準に基づく入札参加停止を受けていない者であること。 

 (４) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開始

の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立て

がなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

 (５) 次のアからキのいずれにも該当しない者であること。 

  ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２

条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。） 

   イ  個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」とい

う。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者 

   ウ  法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴

力団員等である者 

エ  自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団

又は暴力団員等を利用している者 

オ  暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力

団の維持運営に協力し又は関与している者 

  カ  暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

  キ  相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約そ 

    の他の契約を締結している者 



(6) 事業協同組合、企業組合、協業組合、官公需適格組合その他の組合が参加する場合にあっては、当該

組合の組合員でないこと。 

(7) 平成18年４月以降に延床面積4,000㎡以上かつ５階建以上（地下を含んでも可）の施設の設備保守業務

を24か月以上誠実に履行した実績を有すること。 

(8) 入札参加資格確認申請書等の提出期限以前に３か月以上の雇用関係にある建築物環境衛生管理技術者

資格保有者を有する者であること。 

(9) 次の要件を満たし、入札参加資格確認申請書等の提出期限以前に３か月以上の雇用関係にある業務従

事者を当該業務に各１人以上、常駐配置できること。（兼任可） 

ア 電気工事士（第２種以上）の免許を有する者 

イ 危険物取扱者（甲種又は乙種第４類）の資格を有する者 

(10) 庁舎等管理業務競争入札参加資格者名簿の審査付与数値が70点以上の者であること。ただし、「障害

者雇用企業登録者名簿」登載者又は「静岡県次世代育成支援企業」認証企業は、審査付与数値にそれぞ

れ５点加点した数値が70点以上であること。 

 (11) 静岡市内に本社又は本社の委任を受けた営業所等を置く者であること。 

５ 入札説明書等の配布期間、配布場所及び配布方法 

 (1) 配布期間 

   平成29年２月17日（金）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時30分から午後

５時00分までとする。 

 (2) 配布場所 

   上記２及び申請書ダウンロードサービス（静岡県公式ホームページ電子申請サービス） 

 (3) 配布方法 

   無料で配布する。郵送での配布を希望する者は、封筒に「設備保守入札説明書希望」と明記し、返信

用切手250円分を貼付した返信用封筒（角型２号）を同封し、上記２まで送付すること。 

６ 入札参加資格確認申請書等の提出 

   本入札に参加を希望する者は、次により申請書等を持参又は郵送（書留又は簡易書留に限る。）により提

出すること。電送による提出は認めない。 

(1) 提出期間 

平成29年２月20日（月）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時30分から午後

５時00分まで。ただし、郵送の場合は、３月１日（水）午後５時00分必着とする。 

(2) 提出書類 

提出部数はすべて１部とする。 

  ア 入札参加資格確認申請書 

  イ 競争入札参加資格審査結果通知書の写し 

ウ 設備保守管理等業務受託実績確認書 

エ 選任予定の建築物環境衛生管理技術者資格保有者に関する調書 

オ 常駐配置予定の資格保有者（電気工事士及び危険物取扱者）に関する調書 



カ 長３号封筒（簡易書留料金を含む392円分切手を貼付） 

(3) 提出先  

上記２に同じ。 

７ 入札手続等 

 (1) 入札執行日時 

   平成29年３月24日（金） 午前９時30分 

 (2) 入札の場所 

   静岡県静岡市駿河区有明町２番20号 

   静岡県静岡総合庁舎 本館７階第９会議室 

 (3) 入札方法 

   入札書は持参するものとし、郵送又は電送による入札は認めない。 

 (4) 入札保証金及び契約保証金 

   免除 

 (5) 入札の無効 

   本公告に示した競争入札参加資格のない者がした入札、入札参加資格確認申請書若しくは受託実績証

明書に虚偽の記載をした者が行った入札又は庁舎等管理業務の委託に係る一般競争契約入札心得におい

て示した条件等に違反した入札は無効とする。 

 (6) 落札者の決定方法 

   予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

(7) 再度入札 

予定価格の制限に達した価格のないときは、直ちに再度の入札を行う。 

(8) 契約書作成の要否 

要 

８ その他 

 (1) この公告に掲げる入札は、当該調達に係る平成29年度静岡県一般会計予算の成立を条件とする。 

 (2) 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 (3) 照会窓口は、静岡県静岡財務事務所総務課（電話番号 054－286－9112）とする。 

 (4) 現場説明会は行わない。 

 (5) 詳細は入札説明書による。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

下記の業務委託について、一般競争入札を行うので、静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号）第34条

の規定に基づき公告する。 

  平成29年２月17日                                       

                              静 岡 県 知 事  川 勝 平 太   



１ 入札執行者 

  静岡県静岡財務事務所長 安間 直道 

２ 担当部局 

  〒422－8630 静岡県静岡市駿河区有明町２番20号 

        静岡県静岡財務事務所 総務課 

              電話番号 054－286－9112 

３ 競争入札に付する事項 

 (1) 入札番号 

   第２号 

 (2) 業務名 

   平成29年度 静岡総合庁舎警備業務委託 

 (3) 業務場所 

   静岡県静岡市駿河区有明町２番20号 静岡県静岡総合庁舎（本館、別館、別館南駐車場及びこれらの

附帯施設。）及びその敷地 

 (4) 業務期間 

   平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 

４ 競争入札参加資格 

  次に掲げる条件をすべて満たす者とする。 

 (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

 (2) 本県における庁舎等管理業務競争入札参加資格（営業種目１）を有している者又は新たに競争入札参

加資格審査を受けて参加資格を認められた者であること。 

 (3) 入札参加資格確認申請書等の提出期限の日から落札決定までの期間に、庁舎等管理業務委託

業者入札参加停止基準に基づく入札参加停止を受けていない者であること。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開始

の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立て

がなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 次のアからキのいずれにも該当しない者であること。 

  ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２

条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。） 

   イ  個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」とい

う。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者 

   ウ  法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴

力団員等である者 

エ  自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団

又は暴力団員等を利用している者 

オ  暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力



団の維持運営に協力し又は関与している者 

  カ  暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

  キ  相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約そ

の他の契約を締結している者 

 (6) 事業協同組合、企業組合、協業組合、官公需適格組合その他の組合が参加する場合は、当該組合の組

合員でないこと。 

(7) 平成18年４月以降に延床面積4,000㎡以上かつ５階建以上（地下を含んでも可）の施設（住宅、工 

場、倉庫、自動車倉庫を除く。）の警備業務（警備業法（昭和47年法律第117号）第２条第１項第１号に規

定する警備業務（機械警備業務を除く。）に限る。）を24か月以上誠実に履行した実績を有すること。 

 (8) 入札参加資格確認申請書等の提出期限以前に３か月以上の雇用関係にある業務従事者を当該業務に１

人以上配置できること。 

(9) 庁舎等管理業務競争入札参加資格者名簿の審査付与数値が70点以上の者であること。ただし、「障害

者雇用企業登録者名簿」登載者又は「静岡県次世代育成支援企業」認証企業は、審査付与数値にそれぞ

れ５点加点した数値が70点以上であること。 

(10) 静岡県内に本社を置く者であること。 

５ 入札説明書等の配布期間、配布場所及び配布方法 

 (1) 配布期間 

   平成29年２月17日（金）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時30分から午後

５時00分までとする。 

 (2) 配布場所 

   上記２及び申請書ダウンロードサービス（静岡県公式ホームページ電子申請サービス） 

 (3) 配布方法 

   無料で配布する。郵送での配布を希望する者は、封筒に「警備入札説明書希望」と明記し、返信用切

手250円分を貼付した返信用封筒（角型２号）を同封し、上記２まで送付すること。 

６ 入札参加資格確認申請書等の提出 

   本入札に参加を希望する者は、次により申請書等を持参又は郵送（書留又は簡易書留に限る。）により提

出すること。電送による提出は認めない。 

(1) 提出期間 

平成29年２月20日（月）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時30分から午後

５時00分まで。ただし、郵送の場合は、３月１日（水）午後５時00分必着とする。 

 (2) 提出書類 

   提出部数はすべて１部とする。 

  ア 入札参加資格確認申請書 

  イ 競争入札参加資格審査結果通知書（営業種目１）の写し 

  ウ 警備業務受託実績確認書 

エ 配置予定者に関する調書 



オ 長３号封筒（簡易書留料金を含む392円分切手を貼付） 

(3) 提出先   

上記２に同じ。 

７ 入札手続等 

 (1) 入札執行日時 

   平成29年３月24日（金）午前10時00分 

 (2) 入札の場所 

   静岡県静岡市駿河区有明町２番20号 

   静岡県静岡総合庁舎 本館７階第９会議室 

 (3) 入札方法 

   入札書は持参するものとし、郵送又は電送による入札は認めない。 

 (4) 入札保証金及び契約保証金 

   免除 

 (5) 入札の無効 

   本公告に示した競争入札参加資格のない者がした入札、入札参加資格確認申請書若しくは受託実績証

明書に虚偽の記載をした者が行った入札又は庁舎等管理業務の委託に係る一般競争契約入札心得におい

て示した条件等に違反した入札は無効とする。 

 (6) 落札者の決定方法 

   予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

(7) 再度入札 

予定価格の制限に達した価格のないときは、直ちに再度の入札を行う。 

(8) 契約書作成の要否 

要 

８ その他 

 (1) この公告に掲げる入札は、当該調達に係る平成29年度静岡県一般会計予算の成立を条件とする。 

 (2) 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 (3) 照会窓口は、静岡県静岡財務事務所総務課（電話番号 054－286－9112）とする。 

 (4) 現場説明会は行わない。 

 (5) 詳細は入札説明書による。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

下記の業務委託について、一般競争入札を行うので、静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号）第34

条の規定に基づき公告する。 

  平成29年２月17日                                       

                              静 岡 県 知 事  川 勝 平 太   



１ 入札執行者 

  静岡県静岡財務事務所長 安間 直道 

２ 担当部局 

  〒422－8630 静岡県静岡市駿河区有明町２番20号 

         静岡県静岡財務事務所 総務課 

         電話番号 054－286－9112 

３ 競争入札に付する事項 

 (1) 入札番号 

   第４号 

 (2) 業務名 

   平成29年度 静岡総合庁舎消防用設備点検業務委託 

 (3) 業務場所 

   静岡県静岡市駿河区有明町２番20号 静岡県静岡総合庁舎（本館、別館、別館南駐車場及びこれらの

附帯施設）及びその敷地 

 (4) 業務期間 

   平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 

４ 競争入札参加資格 

  次に掲げる条件をすべて満たす者とする。 

 (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

 (2) 本県における庁舎等管理業務競争入札参加資格（営業種目４設備保守管理の内細目24、25、26、27の

すべて）を有している者又は新たに競争入札参加資格審査を受けて参加資格を認められた者であるこ 

と。 

 (3) 入札参加資格確認申請書等の提出期限の日から落札決定までの期間に、庁舎等管理業務委託

業者入札参加停止基準に基づく入札参加停止を受けていない者であること。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開始

の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立て

がなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 次のアからキのいずれにも該当しない者であること。 

  ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２

条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。） 

   イ  個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」とい

う。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者 

   ウ  法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴

力団員等である者 

エ  自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団

又は暴力団員等を利用している者 



オ  暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力

団の維持運営に協力し又は関与している者 

  カ  暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

  キ  相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約そ

の他の契約を締結している者 

(6) 事業協同組合、企業組合、協業組合、官公需適格組合その他の組合が参加する場合は、当該組合の組

合員でないこと。 

(7) 入札参加資格確認申請書等の提出期限以前に３か月以上の雇用関係にある消防設備士資格保有者を、

当該業務における現場責任者として選任できる者であること。なお、現場責任者は他の施設の業務を兼

ねることができる。 

 (8) 庁舎等管理業務競争入札参加資格者名簿の審査付与数値が70点以上の者であること。ただし、「障害

者雇用企業登録者名簿」登載者又は「静岡県次世代育成支援企業」認証企業は、審査付与数値にそれぞ

れ５点加点した数値が70点以上であること。 

 (9) 静岡市内に本社又は営業所等（県内に本社を置く者に限る。）を置く者であること。 

５ 入札説明書等の配布期間、配布場所及び配布方法 

 (1) 配布期間 

   平成29年２月17日（金）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時30分から午後

５時00分までとする。 

 (2) 配布場所 

   上記２及び申請書ダウンロードサービス（静岡県公式ホームページ電子申請サービス） 

 (3) 配布方法 

   無料で配布する。郵送での配布を希望する者は、封筒に「消防設備入札説明書希望」と明記し、返信

用切手205円分を貼付した返信用封筒（角型２号）を同封し、上記２まで送付すること。 

６ 入札参加資格確認申請書等の提出 

   本入札に参加を希望する者は、次により申請書等を持参又は郵送（書留又は簡易書留に限る。）により提

出すること。電送による提出は認めない。 

(1) 提出期間 

平成29年２月20日（月）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時30分から午後

５時00分まで。ただし、郵送の場合は、３月１日（水）午後５時00分必着とする。 

 (2) 提出書類 

    提出部数はすべて１部とする。 

  ア 入札参加資格確認申請書 

  イ 競争入札参加資格審査結果通知書の写し 

ウ 選任予定の消防設備士資格保有者に関する調書 

エ 長３号封筒（簡易書留料金を含む392円分切手を貼付） 

(3) 提出先  



上記２に同じ。 

７ 入札手続等 

 (1) 入札執行日時 

   平成29年３月24日（金） 午前11時00分 

 (2) 入札の場所 

   静岡県静岡市駿河区有明町２番20号 

   静岡県静岡総合庁舎 本館７階第９会議室 

 (3) 入札方法 

   入札書は持参するものとし、郵送又は電送による入札は認めない。 

 (4) 入札保証金及び契約保証金 

   免除 

 (5) 入札の無効 

   本公告に示した競争入札参加資格のない者がした入札、入札参加資格確認申請書若しくは入札参加資

格申請書類に虚偽の記載をした者が行った入札又は庁舎等管理業務の委託に係る一般競争契約入札心得

において示した条件等に違反した入札は無効とする。 

 (6) 落札者の決定方法 

   予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

(7) 再度入札 

予定価格の制限に達した価格のないときは、直ちに再度の入札を行う。 

(8) 契約書作成の要否 

要 

８ その他 

 (1) この公告に掲げる入札は、当該調達に係る平成29年度静岡県一般会計予算の成立を条件とする。 

 (2) 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 (3) 照会窓口は、静岡県静岡財務事務所総務課（電話番号 054－286－9112）とする。 

 (4) 現場説明会は行わない。 

 (5) 詳細は入札説明書による。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

下記の業務委託について、一般競争入札を行うので、静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号）第34

条の規定に基づき公告する。 

  平成29年２月17日                                       

                              静 岡 県 知 事  川 勝 平 太   

１ 入札執行者 

  静岡県静岡財務事務所長 安間 直道 



２ 担当部局 

  〒422－8630 静岡県静岡市駿河区有明町２番20号 

        静岡県静岡財務事務所 総務課 

              電話番号 054－286－9112 

３ 競争入札に付する事項 

 (1) 入札番号 

   第５号 

 (2) 業務名 

   平成29年度 静岡総合庁舎一般廃棄物搬出処理業務委託 

 (3) 業務場所 

   静岡県静岡市駿河区有明町２番20号 静岡県静岡総合庁舎 

 (4) 業務期間 

   平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 

４ 競争入札参加資格 

  次に掲げる条件をすべて満たす者とする。 

 (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

 (2) 本県における庁舎等管理業務競争入札参加資格（営業種目３）を有している者又は新たに競争入札参

加資格審査を受けて参加資格を認められた者であること。 

 (3) 入札参加資格確認申請書等の提出期限の日から落札決定までの期間に、庁舎等管理業務委託

業者入札参加停止基準に基づく入札参加停止を受けていない者であること。 

 (4) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開始

の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立て

がなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 次のアからキのいずれにも該当しない者であること。 

  ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２

条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。） 

   イ  個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」とい

う。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者 

   ウ  法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴

力団員等である者 

エ  自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団

又は暴力団員等を利用している者 

オ  暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力

団の維持運営に協力し又は関与している者 

  カ  暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

  キ  相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約そ



の他の契約を締結している者 

(6) 事業協同組合、企業組合、協業組合、官公需適格組合その他の組合が参加する場合は、当該組合の組

合員でないこと。 

 (7) 静岡市における一般廃棄物収集運搬業（事業系一般廃棄物）の許可を受けている者であること。 

５ 入札説明書等の配布期間、配布場所及び配布方法 

 (1) 配布期間 

   平成29年２月17日（金）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時30分から午後

５時00分までとする。 

 (2) 配布場所 

   上記２及び申請書ダウンロードサービス（静岡県公式ホームページ電子申請サービス） 

 (3) 配布方法 

   無料で配布する。郵送での配布を希望する者は、封筒に「一般廃棄物入札説明書希望」と明記し、返

信用切手140円分を貼付した返信用封筒（角型２号）を同封し、上記２まで送付すること。 

６ 入札参加資格確認申請書等の提出 

   本入札に参加を希望する者は、次により申請書等を持参又は郵送（書留又は簡易書留に限る。）により提

出すること。電送による提出は認めない。 

(1) 提出期間 

平成29年２月20日（月）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時30分から午後

５時00分まで。ただし、郵送の場合は、３月１日（水）午後５時00分必着とする。 

(2) 提出書類 

        提出部数はすべて１部とする。 

  ア 入札参加資格確認申請書 

  イ 競争入札参加資格審査結果通知書（営業種目３）の写し 

  ウ 静岡市が発行した一般廃棄物収集運搬業許可証の写し 

  エ 長３号封筒（簡易書留料金を含む392円分切手を貼付） 

(3) 提出先   

上記２に同じ。 

７ 入札手続等 

 (1) 入札執行日時 

   平成29年３月24日（金）午前11時30分 

 (2) 入札の場所 

   静岡県静岡市駿河区有明町２番20号 

   静岡県静岡総合庁舎 本館７階第９会議室 

 (3) 入札方法 

   入札書は持参するものとし、郵送又は電送による入札は認めない。 

 (4) 入札保証金及び契約保証金 



   免除 

 (5) 入札の無効 

   本公告に示した競争入札参加資格のない者がした入札、入札参加資格確認申請書若しくは入札参加資

格確認資料に虚偽の記載をした者が行った入札又は庁舎等管理業務の委託に係る一般競争契約入札心得

において示した条件等に違反した入札は無効とする。 

 (6) 落札者の決定方法 

   予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

(7) 再度入札 

予定価格の制限に達した価格のないときは、直ちに再度の入札を行う。 

(8) 契約書作成の要否 

要 

８ その他 

 (1) この公告に掲げる入札は、当該調達に係る平成29年度静岡県一般会計予算の成立を条件とする。 

 (2) 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 (3) 照会窓口は、静岡県静岡財務事務所総務課（電話番号 054－286－9112）とする。 

 (4) 現場説明会は行わない。 

 (5) 詳細は入札説明書による。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

下記の産品について一般競争入札を行うので、静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号）第34条の規

定に基づき公告する。  

  平成29年２月17日 

                              静 岡 県 知 事  川 勝 平 太  

１ 入札執行者 

  静岡県藤枝財務事務所長 渡辺直巳 

２ 担当部局 

  〒426－8663 静岡県藤枝市瀬戸新屋362番地の１ 

  静岡県藤枝財務事務所管理課 

  電話番号 054－644－9111 

３ 競争入札に付する事項 

 (1) 入札番号 

   藤財第１号 

 (2) 調達する産品の種類 

   平成29年度静岡県藤枝総合庁舎で使用する電気 

 (3) 予定使用電力量 



322,600 kWh 

 (4) 供給計画等 

   仕様書による 

 (5) 需要場所 

静岡県藤枝市瀬戸新屋362番地の１    静岡県藤枝総合庁舎 

 (6) 業種及び用途 

   官公署（事務所） 

 (7) 供給期間 

   平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 

４ 競争入札参加資格 

  次に掲げる条件をすべて満たす者とする。 

 (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

 (2) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てが成されている者（更生手続開始

の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第226号）に基づき再生手続開始の申立て

が成されている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

 (3) 公告日までに電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条の２の規定に基づき小売電気事業の登録を受

けている者であること。 

 (4) 入札参加資格審査期日までに静岡県が発注する物品購入等に係る競争入札参加資格（営業種目68その

他）を有している者であり、かつ、この入札参加資格確認通知を受けている者であること。 

(５)  入札時に静岡県の物品調達及び一般業務委託に係る入札参加停止基準（平成18年集用第103号）に基づ

く入札参加停止期間中でないこと。 

(６)  電気の供給実績があること。 

(７)  静岡県電力の調達に係る環境配慮方針（平成28年10月12日改正）に基づく「静岡県環境に配慮した電

力調達契約評価基準」により算定した評価点の合計点数が70点以上の者であること。 

(８)  平成27年度において「電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法」の義務を果たし

ていること。 

(９) 次のアからオのいずれかにも該当しない者であること。 

  ア 役員等（個人である場合にあっては当該個人をいい、法人である場合にあっては当該法人の役員又

はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下各号において同じ｡）が暴力団員

等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴対法」とい 

う｡）第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下各

号において同じ｡））であると認められる者 

  イ 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下各号において同じ｡）又は暴力団員等が

経営に実質的に関与していると認められる者 

  ウ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも

って、暴力団又は暴力団員等を利用したと認められる者 



  エ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して財産上の利益の供与又は不当に優先的な取扱いをする等

直接的又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認められる者 

   オ 役員等が、暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有していると認められる者 

５ 入札者に求められる義務 

  入札者は、入札執行者から仕様書に記載された電気の供給が可能であるか求められた場合は、それらを 

証明する書類を入札の前日までに提出しなければならない。また、入札執行者から当該書類に関し説明を 

求められた場合は、それに応じなければならない。 

６ 入札説明書等の配布期間、配布場所及び配布方法 

 (1) 配布期間 

    平成29年２月17日（金）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く｡）の午前９時00分から午後

４時30分まで 

 (2) 配布場所 

   上記２及び申請書ダウンロードサービス（静岡県公式ホームページ電子申請サービス） 

 (3) 配布方法 

   無料で配布する。郵送での配布を希望する者は返信用切手250円分を貼付した返信用封筒（定形外）を

上記２まで送付すること。 

７ 入札参加資格確認申請書等の提出 

  本入札に参加を希望する者は、次により申請書等を持参ないし郵送による申請（簡易書留に限る。電送 

による申請は認めない｡）をすること。 

 (1) 提出期間 

   平成29年２月20日（月）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く｡）の午前９時00分から午後

４時30分まで 

 (2) 提出書類 

  ア 入札参加資格確認申請書 

  イ 静岡県が発注する物品購入等に係る競争入札参加資格審査結果通知書（営業種目68その他）の写し 

  ウ 小売電気事業者の登録を受けていることを証明する書類の写し（電気事業法第２条の２の規定によ

る。） 

  エ 電気の供給実績及び供給可能量が確認できる書類（写し可） 

  オ 静岡県電力の調達に係る環境配慮方針に基づく判定結果の写し 

  カ 長３号封筒（簡易書留料金を含む392円分切手を貼付） 

 (3) 提出場所 

   上記２に同じ 

８ 入札手続等 

 (1) 入札執行日時 

   平成29年３月13日（月）午前10時00分  

 (2) 入札の場所 



   藤枝市瀬戸新屋362番地の１ 

   静岡県藤枝総合庁舎 本館１階 第７会議室 

 (3) 入札方法 

   郵送、電送による入札は認めない。 

 (4) 入札保証金及び契約保証金 

   免除 

 (5) 入札の無効 

   本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者が行った入札及び入札説明書において示した 

条件等に違反した入札は無効とする。 

 (6) 落札者の決定方法 

   期間中の電気料金につき、予定価格の範囲内で最低価格となる総価をもって有効な入札を行った入札 

者を落札者とする。ただし、契約は落札額を構成する単価で行う。 

 (7) 契約書作成の要否 

   要 

 ( 8 ) 再度入札 

   予定価格の制限に達した価格のないときは、直ちに再度の入札を行う。 

９ その他 

 (1) この公告に掲げる入札は、当該調達に係る平成29年度静岡県一般会計予算の成立を条件とする。 

 (2) 契約手続等において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 (3) 照会窓口は、静岡県藤枝財務事務所管理課（電話番号054－644－9111）とする。 

 (4) 現場説明会は行わない。 

 (5) 詳細は入札説明書による。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

下記の業務委託について、一般競争入札を行うので、静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号）第34

条の規定に基づき公告する。 

  平成29年２月17日                                       

                              静 岡 県 知 事  川 勝 平 太   

１ 入札執行者 

  静岡県藤枝財務事務所長 渡辺直巳 

２ 担当部局 

  〒426－8663 静岡県藤枝市瀬戸新屋362番地の１ 

  静岡県藤枝財務事務所管理課 

  電話番号 054－644－9111 

３ 競争入札に付する事項 



(1) 入札番号 

   藤財第２号 

(2) 業務名 

   平成29年度藤枝総合庁舎警備等業務委託          

(3) 業務場所 

   静岡県藤枝市瀬戸新屋362番地の１ 静岡県藤枝総合庁舎及びその敷地 

 (4) 業務概要 

   静岡県藤枝総合庁舎の庁舎警備、庁舎清掃、庁舎設備管理及び庁舎建築物環境衛生管理 

(5) 業務期間 

   平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 

４ 競争入札参加資格 

  次に掲げる条件をすべて満たす者とする。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 本県における庁舎等管理業務競争入札参加資格（営業種目１警備、２清掃、４設備保守管理のうち 

１、３、10から13、16、18から20、22から27、及び５ねずみ・こん虫等防除）を有している者であるこ

と。 

(3) 入札参加資格確認申請書等の提出期限の日から落札決定までの期間に、庁舎等管理業務委託業者入札

参加資格停止基準に基づく入札参加停止を受けていないこと。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てが成されている者（更生手続開始

の決定を受けている者を除く｡）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立て

が成されている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

 (5) 次のアからキのいずれにも該当しないこと。 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下イにおいて「法」と

いう。）第２条第２号に該当する団体 

   イ  個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下イにおいて「暴力

団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者 

   ウ  法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴

力団員等である者 

エ  自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団

の利用等をしている者 

オ  暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力

団の維持運営に協力し又は関与している者 

  カ  暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

  キ  暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用している者 

 (6) 事業協同組合、企業組合、協業組合、官公需適格組合その他の組合が参加する場合にあっては、当該

組合の組合員でないこと。 



(7) 静岡県中部地区（静岡市・焼津市・藤枝市・島田市・吉田町・牧之原市・川根本町）に本社又は委任

を受けた営業所を置く者であること。 

(8) 静岡県庁舎等管理業務競争入札参加資格者名簿の審査付与数値が70点以上の者であること。ただし、

「障害者雇用企業登録者名簿」登載者又は「静岡県次世代育成支援企業」認証企業は、審査付与数値に

それぞれ５点を加点した数値が70点以上であること。 

(9) 静岡県庁舎等管理業務競争入札参加資格者名簿登録上の従業員が20名以上の者であること。 

５ 入札説明書等の配布期間、配布場所及び配布方法 

(1) 配布期間 

   平成29年２月17日（金）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時00分から午後

４時30分まで 

(2) 配布場所 

   上記２及び申請書ダウンロードサービス（静岡県公式ホームページ電子申請サービス） 

(3) 配布方法 

   無料で配布する。郵送での配布を希望する者は返信用切手250円分を貼付した返信用封筒（定形外）を

上記２まで送付すること。 

６ 入札参加資格確認申請書等の提出 

   本入札に参加を希望する者は、次により申請書等を持参ないし郵送による申請（簡易書留に限る。電  

送による申請は認めない。）をすること。 

(1) 提出期間 

   平成29年３月１日（水） 午後４時30分まで 

(2)  提出書類 

ア 入札参加資格確認申請書 

イ 静岡県庁舎等管理業務競争入札参加資格審査結果通知書の写し 

ウ 上記イの通知を受けた者から委任を受けた者が入札に参加する場合は、委任状の写し 

エ 長３号封筒（簡易書留料金を含む392円分切手を貼付） 

(3) 提出場所 

上記２に同じ 

７ 入札手続等 

(1) 入札執行日時 

   平成29年３月24日（金） 午前11時00分 

(2) 入札の場所 

   藤枝市瀬戸新屋362番地の１  

静岡県藤枝総合庁舎 本館１階 第７会議室 

(3) 入札方法 

   郵送又は電送による入札は認めない。 

(4) 入札保証金及び契約保証金 



   免除 

(5) 入札の無効 

    本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者が行った入札、入札参加資格確認申請書若し

くは入札参加資格確認資料に虚偽の記載をした者が行った入札又は庁舎等管理業務の委託に係る一般競

争契約入札心得において示した条件等に違反した入札は無効とする｡ 

 (6) 落札者の決定方法 

予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

(7) 再度入札 

   予定価格の制限に達した価格のないときは、直ちに再度の入札を行う。 

(8) 契約書作成の要否 

   要 

８ その他 

(1) この公告に掲げる入札は、当該委託業務に係る平成29年度静岡県一般会計予算の成立を条件とする。 

(2) 契約手続等において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

(3) 照会窓口は、静岡県藤枝財務事務所管理課（電話054－644－9111）とする。 

(4) 現場説明会は行わない。 

(5) 詳細は入札説明書による。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

下記の産品について一般競争入札を行うので、静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号）第34条の規

定に基づき公告する。  

  平成29年２月17日 

                              静 岡 県 知 事  川 勝 平 太  

１ 入札執行者 

  静岡県西部農林事務所長 杉本 祐子 

２ 担当部局 

  〒431－3313 静岡県浜松市天竜区二俣町鹿島559番地 

  静岡県西部農林事務所総務課天竜分室 

  電話番号 053－926－2311 

３ 競争入札に付する事項 

 (1) 入札番号 

   西農総天第2901号 

 (2) 調達する産品の種類 

   平成29年度静岡県北遠総合庁舎で使用する電気 

 (3) 予定使用電力量 



   159,900 kWh 

 (4) 供給計画等 

   仕様書による 

 (5) 需要場所 

   静岡県浜松市天竜区二俣町鹿島559  静岡県北遠総合庁舎 

 (6) 業種及び用途 

   官公署（事務所） 

 (7) 供給期間 

   平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 

４ 競争入札参加資格 

  次に掲げる条件をすべて満たす者とする。 

 (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

( 2 ) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てが成されている者（更生手続開始 

の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第226号）に基づき再生手続開始の申立て 

が成されている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

( 3 )  公告日までに電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条の２の規定に基づき小売電気事業の登録を受 

けている者であること。 

 ( 4 ) 入札参加資格審査期日までに静岡県が発注する物品購入等に係る競争入札参加資格（営業種目68その

他）を有している者であり、かつ、この入札参加資格確認通知を受けている者であること。 

 ( 5 ) 入札時に静岡県の物品調達及び一般業務委託に係る入札参加停止基準（平成18年集用第103号）に基づ

く入札参加停止期間中でないこと。 

 ( 6 ) 電気の供給実績があること。 

 ( 7 ) 静岡県電力の調達に係る環境配慮方針（平成28年10月12日改正）に基づく「静岡県環境に配慮した電

力調達契約評価基準」により算定した評価点の合計点数が70点以上の者であること。 

 ( 8 ) 前年度において「電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法」の義務を果たしてい 

ること。 

 ( 9 ) 次のアからオのいずれかにも該当しない者であること。 

  ア 役員等（個人である場合にあっては当該個人をいい、法人である場合にあっては当該法人の役員又

はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下各号において同じ｡）が暴力団員

等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴対法」とい

う｡）第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下各

号において同じ｡））であると認められる者 

  イ 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下各号において同じ｡）又は暴力団員等が

経営に実質的に関与していると認められる者 

  ウ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも

って、暴力団又は暴力団員等を利用したと認められる者 



  エ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して財産上の利益の供与又は不当に優先的な取扱いをする等

直接的又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認められる者 

   オ 役員等が、暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有していると認められる者  

５ 入札者に求められる義務 

  入札者は、入札執行者から仕様書に記載された電気の供給が可能であるか求められた場合は、それらを 

証明する書類を入札の前日までに提出しなければならない。また、入札執行者から当該書類に関し説明を 

求められた場合は、それに応じなければならない。 

６ 入札説明書等の配布期間、配布場所及び配布方法 

 (1) 配布期間 

    平成29年２月20日（月）から平成29年２月28日（火）まで（閉庁日を除く。）の午前９時30分から午後

５時00分まで 

 (2) 配布場所 

   上記２及び申請書ダウンロードサービス（静岡県公式ホームページ電子申請サービス） 

 (3) 配布方法 

   無料で配布する。郵送での配布を希望する者は返信用切手250円分を貼付した返信用封筒（定形外）を

上記２まで送付すること。 

７ 入札参加資格確認申請書等の提出 

  本入札に参加を希望する者は、次により申請書等を持参ないし郵送による申請（簡易書留に限る。電送 

による申請は認めない。）をすること。 

 (1) 提出期間 

   平成29年２月20日（月）から平成29年２月28日（火）まで（閉庁日を除く。）の午前９時30分から午後

５時00分まで 

 (2) 提出書類 

  ア 入札参加資格確認申請書 

  イ 静岡県が発注する物品購入等に係る競争入札参加資格審査結果通知書（営業種目68その他）の写し 

  ウ 小売電気事業者の登録を受けていることを証明する書類の写し（電気事業法第２条の２の規定によ      

る。） 

  エ 電気の供給実績及び供給可能量が確認できる書類（写し可） 

  オ 静岡県電力の調達に係る環境配慮方針に基づく判定結果の写し 

  カ 長３号封筒（簡易書留料金を含む392円分切手を貼付） 

 (3) 提出場所 

   上記２に同じ 

８ 入札手続等 

 (1) 入札執行日時 

   平成29年３月10日（金）午前11時00分  

 (2) 入札の場所 



静岡県浜松市中区中央一丁目12番１号 

   静岡県浜松総合庁舎７階704会議室 

 (3) 郵送による入札書の受領期限 

   郵送による入札は認めない。  

 (4) 入札保証金及び契約保証金 

   免除 

 (5) 入札の無効 

   本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者が行った入札及び入札説明書において示した 

条件等に違反した入札は無効とする。 

 (6) 落札者の決定方法 

   期間中の電気料金につき、予定価格の範囲内で最低価格となる総価をもって有効な入札を行った入札 

者を落札者とする。ただし、契約は落札額を構成する単価で行う。 

 (7) 契約書作成の要否 

   要 

 ( 8 ) 再度入札 

   予定価格の制限に達した価格のないときは、直ちに再度の入札を行う。 

９ その他 

 (1) この公告に掲げる入札は、当該調達に係る平成29年度静岡県一般会計予算の成立を条件とする。 

 (2) 契約手続等において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 (3) 照会窓口は、静岡県西部農林事務所総務課天竜分室（電話番号053－926－2311）とする。 

 (4) 現場説明会は行わない。 

 (5) 詳細は入札説明書による。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

 下記の業務委託について一般競争入札を行うので、静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号）第34条

の規定に基づき公告する。 

平成29年２月17日                                       

                              静 岡 県 知 事  川 勝 平 太   

１ 入札執行者 

  静岡県浜松財務事務所長 川島 悟 

２ 担当部局 

  〒430－0929 静岡県浜松市中区中央一丁目12番１号 

  静岡県浜松財務事務所 

  電話番号 053－458－7124 

３ 競争入札に付する事項 



 (１) 入札番号 

   第１号 

(２) 業務名 

   平成29年度静岡県浜松総合庁舎警備業務委託 

(３) 業務場所 

   静岡県浜松市中区中央一丁目地内 

(４) 業務概要 

   静岡県浜松総合庁舎（本庁舎、付帯施設、敷地及び駐車場）の巡回警備及び駐車場の管理業務 

 (５) 業務期間 

   平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 

４ 競争入札参加資格 

次に掲げる条件をすべて満たす者とする。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 本県における庁舎等管理業務競争入札参加資格「営業種目１警備」を有している者又は新たに競争入 

札参加資格審査を受けて参加資格を認められた者であること。 

(3)   入札参加資格確認申請書等の提出期限の日から落札決定までの期間に、静岡県庁舎等管理業務委託業 

者入札参加停止基準に基づく入札参加停止を受けていない者であること。 

(4)   会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開始 

の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立て 

が成されている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5)   次のアからキのいずれにも該当しないこと。 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「法」という。）第

２条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。） 

イ 個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」とい

う。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者 

ウ 法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴

力団員等である者 

エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団

の利用等をしている者 

オ 暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力

団の維持運営に協力し又は関与している者 

カ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

キ 相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約そ

の他の契約を締結している者 

(6)  事業協同組合、企業組合、協業組合、官公需適格組合その他の組合が参加する場合にあっては、当該 

組合の組合員でないこと。 



(7)   浜松市内に本社又は委任を受けた営業所を置く者であること 

(8)   静岡県庁舎等管理業務競争入札参加資格者名簿の審査付与数値が70点以上の者であること。ただし、

「障害者雇用企業登録者名簿」登載者又は「静岡県次世代育成支援企業」認証企業は、審査付与数値に

それぞれ5点加点した数値が70点以上であること。 

(9)   本県内において、平成18年４月１日以降に延べ床面積3,000㎡以上の規模の建物（住宅、工場、倉庫

、自動車倉庫を除く。）の警備業務（警備業法第２条第１項第１号に規定する警備業務（機械警備業務

を除く。）に限る。）を２年以上誠実に履行したと認められる実績を有すること。 

(10)   入札資格確認申請書等の提出期限以前に３ヶ月以上の雇用関係にある者を、１名以上常駐配置できる

こと。 

５ 入札説明書等の配布期間、配布場所、配布方法 

 (１) 配布期間 

   平成29年２月17日（金）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時30分から午後

５時00分まで 

 (２) 配布場所 

   上記２に同じ 

 (３) 配布方法 

   無料で直接配布する。 

６ 入札参加資格確認申請書等の提出 

  本入札に参加を希望する者は、次により申請書等を直接持参すること。 

 (１) 提出期限 

   平成28年３月１日（水）午後５時00分まで 

 (２) 提出書類 

  ア 入札参加資格確認申請書（様式第１号） 

  イ 静岡県庁舎等管理業務競争入札参加資格審査結果通知書の写し 

 ウ ４の(9)に掲げる同種業務の実績（様式第２号）及び同種業務の実績が確認できる書類（契約書の写

し等） 

 エ ４の(10)に掲げる配置予定者に関する調書（様式第３号 ただし、雇用関係を証明する書類の写し 

（健康保険被保険者証など）を添付する。） 

 (３) 提出場所 

   上記２に同じ 

７ 入札手続等 

 (１) 入札執行日時 

   平成29年３月24日（金）午前９時00分 

 (２) 入札の場所 

   静岡県浜松市中区中央一丁目12番１号 

 静岡県浜松総合庁舎 701会議室 



 (３) 入札方法 

   郵送又は電送による入札は認めない。 

 (４) 入札保証金及び契約保証金 

   免除 

 (５) 入札の無効 

   本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者が行った入札、入札参加資格確認申請書等に

虚偽の記載をした者が行った入札又は庁舎等管理業務の委託に係る一般競争契約入札心得において示し

た条件等に違反した入札は無効とする。 

 (６) 落札者の決定方法 

   予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

 (７) 再度入札 

   予定価格の制限に達した価格のないときは、直ちに再度の入札を行う。 

 (８) 契約書作成の要否 

   要 

８ その他 

 (１) この公告に掲げる入札は、当該調達に係る平成29年度静岡県一般会計予算の成立を条件とし、契約締

結日は平成29年４月１日とする。 

 (２) 契約手続等において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 (３) 照会窓口は、静岡県浜松財務事務所総務課（電話番号053－458－7124）とする。 

 (４) 現場説明会は行わない。 

 (５) 詳細は入札説明書による。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

 下記の業務委託について一般競争入札を行うので、静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号）第34条

の規定に基づき公告する。 

平成29年２月17日                                       

                              静 岡 県 知 事  川 勝 平 太   

１ 入札執行者 

  静岡県浜松財務事務所長 川島 悟 

２ 担当部局 

  〒430－0929 静岡県浜松市中区中央一丁目12番１号 

  静岡県浜松財務事務所 

  電話番号 053－458－7124 

３ 競争入札に付する事項 

 (１) 入札番号 



   第２号 

 (２) 業務名 

   平成29年度静岡県浜松総合庁舎設備保守管理等業務委託 

 (３) 業務場所 

   静岡県浜松市中区中央一丁目地内 

 (４) 業務概要 

   静岡県浜松総合庁舎における電気、空調、給排水その他設備の保守管理、自家発電機設備の保守点 

検、建築物環境衛生管理及び水槽清掃業務 

 (５) 業務期間 

   平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 

４ 競争入札参加資格 

  次に掲げる条件をすべて満たす者とする。 

（１）  地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない者であること。 

（２）  本県における庁舎等管理業務競争入札参加資格を有している者で、「営業種目４設備保守管理（細目

１空気環境測定、３飲料水貯水槽清掃、５給排水管洗浄、８湧水槽清掃、10受変電設備、11非常用発電

設備、12蓄電池設備、13電気一般（屋内配線・照明等）設備、15ボイラー、16空気調和設備、18冷却

塔、19送風機、排風機、20冷温水発生装置、22監視制御設備、23給排水設備（水処理施設を含む）、24

ガス設備(ガス漏れ設備を含む)、25 警報設備、26消火設備)、５ねずみ・こん虫等防除」のすべてを登

録している者又は新たに競争入札参加資格審査を受けて参加資格を認められた者であること。 

（３） 入札参加資格確認申請書等の提出期限の日から落札決定までの期間に、静岡県庁舎等管理業務委託業

者入札参加停止基準に基づく入札参加停止を受けていない者であること。 

（４） 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てが成されている者（更生手続開

始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申

立てが成されている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

（５）  次のアからキのいずれにも該当しないこと。 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２

条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。） 

イ 個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」とい

う。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者 

ウ 法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴

力団員等である者 

エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団

の利用等をしている者 

オ 暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力

団の維持運営に協力し又は関与している者 

カ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 



キ 相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約そ

の他の契約を締結している者 

（６）  事業協同組合、企業組合、協業組合、官公需適格組合その他の組合が参加する場合にあっては、当該

組合の組合員でないこと。 

（７）  浜松市内に本社又は委任を受けた営業所を置く者であること。 

（８）  静岡県庁舎等管理業務競争入札参加資格者名簿の審査付与数値が 70 点以上の者であること。ただし、

「障害者雇用企業登録者名簿」登載者又は「静岡県次世代育成支援企業」認証企業は、審査付与数値に

それぞれ５点加点した数値が 70 点以上であること。 

（９） 本県内において、平成 18 年４月 1日以降に延べ床面積 3,000 ㎡以上の規模の建物（住宅、工場、倉

庫、自動車倉庫を除く。）の設備保守管理等の業務を、２年以上誠実に履行したと認められる実績を有す

ること。 

（１０） 次に掲げる基準を満たす技術者で、入札資格確認申請書等の提出期限以前に３か月以上の雇用関係

にある者を当該業務に配置できること（兼任可）。 

ア 電気主任技術者（第３種以上）        １人 

イ 電気工事士（第１種又は第２種）       １人 

ウ 第３種冷凍機械責任者又は２級ボイラー技士  １人 

エ 危険物取扱者（甲種又は乙種４類）      １人 

オ 建築物環境衛生管理技術者           １人 

５ 入札説明書等の配布期間、配布場所、配布方法 

 (１) 配布期間 

平成29年２月17日（金）から平成29年３月１日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前９時30分から午後

５時00分まで 

 (２) 配布場所 

上記２に同じ 

 (３) 配布方法 

無料で直接配布する。 

６ 入札参加資格確認申請書等の提出 

本入札に参加を希望する者は、次により申請書等を直接持参すること。 

 (１) 提出期限 

平成29年３月１日（水）午後５時00分まで 

 (２) 提出書類 

ア 入札参加資格確認申請書(様式第１号) 

イ 静岡県庁舎等管理業務競争入札参加資格審査結果通知書の写し 

ウ ４の(９)に掲げる同種業務の実績（様式第２号）及び同種業務の実績が確認できる書類（契約書の写

し等） 

エ ４の(10)に掲げる技術者に関する調書（様式第３号 ただし、雇用関係を証明する書類（健康保険被



保険者証の写し等）及び資格を証明する書類（免状の写し等）を添付すること） 

 (３) 提出場所 

   上記２に同じ 

７ 入札手続等 

 (１) 入札執行日時 

   平成29年３月24日（金）午前９時30分 

 (２) 入札の場所 

   静岡県浜松市中区中央一丁目12番１号 

 静岡県浜松総合庁舎 701会議室 

 (３) 入札方法 

   郵送又は電送による入札は認めない。 

 (４) 入札保証金及び契約保証金 

   免除 

 (５) 入札の無効 

   本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者が行った入札、入札参加資格確認申請書等に

虚偽の記載をした者が行った入札又は庁舎等管理業務の委託に係る一般競争契約入札心得において示し

た条件等に違反した入札は無効とする。 

 (６) 落札者の決定方法 

   予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

 (７) 再度入札 

   予定価格の制限に達した価格のないときは、直ちに再度の入札を行う。 

 (８) 契約書作成の要否 

   要 

８ その他 

 (１) この公告に掲げる入札は、当該調達に係る平成29年度静岡県一般会計予算の成立を条件とし、契約締

結日は平成29年４月１日とする。 

 (２) 契約手続等において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 (３) 照会窓口は、静岡県浜松財務事務所総務課（電話番号053－458－7124）とする。 

 (４) 現場説明会は行わない。 

 (５) 詳細は入札説明書による。 

 

 


